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経常収支

経常赤字を抱える国の貿易事情

経常収支とは、①貿易収支、②サー
ビス収支、③第一次所得収支、④
第二次所得収支の合計で、海外か
ら受取る「収入」と海外へ支払う「支
出」の差です。

収入が支出を上回れば経常黒字、
下回れば赤字となります。

変わりゆく⽇本の経常収支構造
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米国では長きにわたり経常赤字が続いており、大部分を貿易赤字が占めています。80年代中頃までの貿
易赤字拡大の背景には、⽇本からの⾃動車や電気機器等の輸入が盛んだったことがあります。その後は、
米企業の生産拠点の海外移転や、安価な海外製品の台頭などにより、中国、EU、メキシコからの輸入が
増加しました。

2018年11月に中間選挙を控え、国内にアピールしたいトランプ米大統領は、貿易赤字を問題視し、「輸
入品に対し関税を課すことで、国内商品を売れやすくする」という保護主義的な政策を⽰しました。足元で
は対中国の貿易赤字が全体の半分近くを占めることから、中国への圧力を強めています。

一方、新興国でも経常赤字である国が多くあります。国内のインフラや産業が未発達であることなどから、
個人や家庭で使用する⽬的の製品（消費財）、それを作るための機械や設備など（資本財）を輸入に
頼らざるを得ないためです。また、先進国に比べてエネルギー効率が悪いため、産油国でない新興国はエネ
ルギーの輸入額も多くなり、原油価格が上昇すると赤字幅が拡大しやすくなります。

経常収支は右記の4つから構成されています。
⽇本はかつて輸出大国と呼ばれ、貿易黒字が
経常黒字のけん引役となっていましたが、製造
業が海外現地生産を増やしたことで、貿易黒
字は減少しました。しかし、海外子会社からの
配当の受取りなどが増加し、現在は第一次所
得収支がけん引役となっています。

また、訪⽇外国人観光客の増加からサービ
ス収支赤字は縮小しました。一方、第二次所
得収支は、開発途上国への資金援助が多い
ことから赤字が続いています。

＋輸出額
－輸入額

＋訪⽇外国人観光客からの宿泊費等の受取り
－⽇本人海外観光客の宿泊費等の支払い など

＋外国債券の利子、海外企業からの配当等
の受取り

－⽇本から海外への利子・配当等の支払い など

＋海外で働く⽇本人からの⽇本への送金
－開発途上国への資金援助 など

経常収支

上記は経常収支の全てを説明するものではありません。

① 貿易収支
（モノの取引）

② サービス収支
（サービスの取引）

③ 第一次所得収支
（利子・配当等の受払い）

④ 第二次所得収支
（海外送金）
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